                         　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事　　業　　計　　画　　書
１　事業計画の概要                          
　　○○都市計画道路事業△△－△－△△号～通り線（以下「本事業」という。）は、平成○○年○月○○日付け建設省告示第○○号により都市計画事業の認可の告示がなされ、令和○○年○月○日付け国土交通省告示第△△号により事業計画の変更の認可の告示がなされたものである。
　（1）工事区間                                
　　 　　自　埼玉県○○市大字・・・字・・・地内
　　 　　至　埼玉県○○市大字・・・字・・・地内
　（2）延　　長                                
　　 　　約６５０メートル                     
　（3）幅　　員                                
　　 　　１６．０メートル                     
２　事業の開始及び完成の時期                 
　　  自　令和○△年△△月○日                     
　　  至　令和○□年○○月○日                 
３　事業に要する経費及びその財源（単位千円） 
（１）経　費                                 
	 用地及び補償費
	  街路築造費
	  その他
	   合         計
	 

	
	
	
	
	


（２）財　源                                 
	     
	  国  庫  補  助  金
	
	 

	
	  一　 般 　財 　源
	
	

	
	  そ　    の  　 他
	
	

	
	  合　　　　 　　計
	
	


４　事業の施行を必要とする公益上の理由
　　本事業の計画決定区域は、県道○○○○線より○○都市計画道路事業△－△－△号～線までの約□□□□メートルであり、ＪＲ○○駅を起点として東に横断する□□市内の骨格道路であるとともに、○○駅東口周辺地区及び沿線の土地利用計画並びに交通需要の増大に対応する道路である。
　　このうち、事業認可区間は県道○○線より市道□□□線間の延長約
△△△メートルであり、これは、現在の県道○○○○線に交通渋滞及び自転車歩行者の危険性が生じており、これらに対処するため施行するものである。
　　本事業の完成により、交通の円滑化、生活環境の整備等地域住民の生活の向上に寄与し、公益に資するところ大である。
５　収用又は使用の別を明らかにした事業に必要な土地等の面積、数量等の概数並びにこれらを必要とする理由
（1） 収用しようとする土地の面積及び内訳
      総面積　　６，４０３．６６平方メートル
（2） 移転を要する物件の数量
　　     ２７戸　　３０件
　上記の土地は、本事業を完成するに必要な最小限のものであり、物件は、
このために移転を要するものである。
６　起業地等を当該事業に用いることが相当であり、又は土地等の適正かつ合理的な利用に寄与することになる理由
　　本事業は、前記のとおり施行するもので、既存道路敷を最大限利用して建設するよう計画されたものであり、事業用地面積を最小限とするよう計画されたものである。
　　したがって、起業地を本事業に供することは、経済的、技術的及び社会的に相当であり、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものである。

 ※市町村別に次に掲げる事項を記載した書類     
　１　収用しようとする土地の所在、地番及び地目     
	　　　所　　　　在
	   地　　　番
	 　　地　　　　目
	 

	
	
	 公　　簿
	 現　　況
	

	　埼玉県○○市
　大字○○字○○
	   △△△番△
	 宅　地
	　宅　地
	


 ２　収用しようとする土地の面積                   
	  地　　　番
	      　地　　　　　　積
	 収用しようと
 する土地の面積
	  

	  △△△番△
	  公　　　　簿
	  実　　　測
	
	

	
	  ・・．・・㎡
	 ・・．・・ ㎡
	　△△．○○ ㎡
	


 ３　土地所有者及び土地に関して権利を有する関係人の氏名及び住所                                
　（1）土地所有者                               
　　　　氏名　　◎◎　◎◎                      
　　　　住所　　埼玉県○○市大字△△△番地      
　（2）土地に関して権利を有する関係人           
　　　　抵当権者                                  
　　　　　氏名　　□　□　□　□                    
　　　　　住所　　東京都□□区○○町１－１０－１  
　　　　登記されている事項                      
　　　　　令和○年○月○日受付第△△△△号      
　　　　　原　因　平成○年○月○日相続による相続税及び利子税の
平成○年○月○日設定
    　　　債権額　金　　　　　　　円              
　　　　　内　訳　相続税額　金　　　　　　　円  
　　　　　　　　　利子税額　金　　　　　　　円        
　　　  　　　　　延滞税額　国税通則法所定の額        
　　　　　共同担保目録　○第△△△△号            
　４　土地又は土地に関する所者権以外の権利に対する損失補償の
見積及びその内訳                    
  （１）損失補償の見積                         
　　　イ　土地所有者◎◎◎◎に対する損失補償金　　
　　　　　金　　　　　　　　円                  
 　　 ロ　抵当権者□□□□に対する損失補償金        
　　　　　抵当権者□□□□は、埼玉県○○市大字○○字○○△△△番△の土地に対して抵当権を有しているが、抵当権に対する損失補償金は、個別に見積もることが困難なため、土地所有者◎◎◎◎に対する損失補償金と一括して見積もった。                                                            
 　（２）損失補償金の内訳                       
　　　　土地に対する損失補償金の内訳            
　　　　土地の所在　埼玉県○○市大字○○字○○  
	  地番
	 　地　　目
	  地　　　積
	収用しようとする土地の面積
	単価×収用面積
＝補償金
	 

	
	登記簿
	現　況
	 公 簿
	 実　測
	
	
	

	 △△△番△
	 ・・ 
	 ・・
	・・ ㎡
	・・ ㎡
	 ○ ○　㎡
	 □□□□　円
	


収用しようとする土地に対する補償金の額については、近傍類地の取引価格及び鑑定価格等を比較考慮して、事業の認定の告示があったものとみなされる日の令和○年○月○日時点の更地の正常価格を１平方メートル当たり上記のとおり評価決定した。
なお、本事業は、都市計画法第７１条の規定により、土地収用法第２９条第１項の規定の適用はないので、事業の認定が効力を失うべき理由に該当する理由があるときは、その理由の生じた時に、同法第２６条第１項の規定による事業の認定の告示があったものとみなすことになっている。                             
本事業については、平成○年○月○日付けで建設大臣（現：国土交通大臣）の認可の告示がなされているので、事業の認定の告示があったものとみなされることになった日は、次のとおりである。                                                
 　 　初年度　　平成○年○月○日（○曜日）             
　　　二年度　　平成○年○月○日（○曜日）             
  　　三年度　　平成○年○月○日（○曜日）             
  　　四年度　　令和○年○月○日（○曜日）             
　　　五年度　　令和○年○月○日（○曜日）             
　　　したがって、本事業における事業の認定があったものとみなされる日は、令和○年○月○日である。
　５　権利を取得し、又は消滅させる時期              
　　　権利取得裁決のあった日から起算して２箇月目とする。
